
令和３年度決算における鹿児島県保育連合会 

社会福祉充実残額計算結果について（報告） 

 
   １ 根 拠 

     『社会福祉法第５５条の２の規定に基づく社会福祉充実計画の承認等について（平成２９年１月２

４日発出）』では、次のとおり根拠が記載されている。 
社会福祉法等の一部を改正する法律による改正後の社会福祉法第５５条の２の規定に基づき、

平成２９年４月１日以降、社会福祉法人は、毎会計年度、その保有する財産について、事業継続

に必要な財産を控除した上で、再投下可能な財産（以下「社会福祉充実残額」という。）を算定

しなければならないこととされている。さらに、その結果、社会福祉充実残額が生じる場合には、

社会福祉法人は、社会福祉充実計画を策定し、これに従って、地域の福祉ニーズ等を踏まえつつ、

当該残額を計画的かつ有効に再投下していく必要がある。 
 

上記を踏まえ、令和３年度決算における計算結果について次のとおり報告する。 
 
   ２ 令和３年度決算における社会福祉充実残額 

                                          （単位：円） 
 算定項目 計算結果 計算方法 

Ⅰ 活用可能な財産 125,652,638 法人単位貸借対照表から 
資 産 合 計 － 負 債 合 計 － 基 本 金 － 

国庫補助金等特別積立金で算定 
Ⅱ 

 
社会福祉法に基づく事業 
に活用している不動産等 

34,745,787 財産目録から 
控除対象となる財産の貸借対照評価額

－対応基本金－国庫補助金等特別積立

金－対応負債 
Ⅲ 年間事業活動支出額  145,262,363 法人単位資金収支計算書から 

「事業活動支出計」 
 

合計 
▲54,355,512 
≒▲54,350,000 

※10,000 未満切り捨て 

Ⅰ－（Ⅱ＋Ⅲ） 
125,652,638 － 
（34,745,787＋145,262,363） 

    ※社会福祉充実残額の計算に当っては、特例として「再取得に必要な財産」（将来の建替費用、大規

模修繕費用、設備更新費用）及び「必要な運転資金」（年間事業活動支出の 12 分の 3）の合計額が、

年間事業活動支出額を下回る場合は、当該支出の全額を控除することができることとされている。 
    ●令和３年度決算では、「再取得に必要な財産」（将来の建替費用、大規模修繕費用、設備更新費用）

70,934,999、「必要な運転資金」（年間事業活動支出の 12 分の 3）は 36,315,590 で、その合計額は

107,250,589 となり、年間事業活動支出額 145,262,363 を下回っている。よって、当該支出の全額

を控除することができる。 
 
   ３ 令和３年度決算における社会福祉充実残額計算結果について 

     当連合会の令和３年度決算における社会福祉充実残額については、上記２の合計がマイナスとなる

ことから充実残額はないと判断でき、社会福祉充実計画の策定は要しない結果となった。 
                                             以上 


